
計 - -

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

-
- -

※２３年度限りの経費

-

- (    ５件    ) (    ８件    ) (       -        )

５件 ８件

単位当たり
コスト

６．０（百万円／件） 算出根拠
（単位コスト）＝（委託調査研究実施経費）/（事業の実施件数）
（６．０百万円）＝（４８百万円）/（８件）

　ICTを活用した生涯学習支援の事業の実施件数

活動実績

（当初見込
み）

件
-

85.1% -

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値
（   ）

事業を通じて、ICTを活用した生涯学習に関する意
欲や理解が向上した、と回答した人の割合
（本事業において実施した参加者アンケート）

成果実績 ％ - - 85.1% -

達成度

成果指標 単位 21年度 22年度

％ - -

執行率（％） 99.5% 93.5% 97.2%

執行額 182 173 49

-

-

- -

- -

183 185 50 -

補正予算 0 0 0 -

0 0

- -

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 183 185 50

23年度 24年度

繰越し等 0

「新たな情報通信技術戦略」（H22年5月11日）
「新たな情報通信技術戦略」工程表（H22年6月22日）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

  地域におけるＩＣＴを活用した生涯学習推進施策に関する実証的調査研究、ＩＣＴを活用した先進的な生涯
学習推進施策に関する外国調査研究等を行うことにより、文部科学省における施策立案の基礎資料とす
るとともに、地方自治体等と広く成果の共有を図る。

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

計

一般会計 施策名

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

生涯学習政策局 作成責任者

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　地理的・時間的制約を超えて、多様で豊富な学習機会や情報を提供する観点から、ＩＣＴを活用した国内
外の先進的な生涯学習施策等に関する調査研究を実施することにより、生涯学習社会の実現を図る。

事業開始・
終了(予定）年度

平成20～23年度 担当課室 参事官（学習情報政策担当）付
参事官

新井 孝雄

会計区分 Ⅰ-５　ICTを活用した教育・学習の振興

事業番号 0063
　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　( 文部科学省)
事業名 ＩＣＴの活用による生涯学習支援事業 担当部局庁



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

所期の目標を達成したことから、平成２３年度をもって廃止している。

関連する過去のレビューシートの事業番号

・平成２２年度「ＩＣＴの活用による生涯学習支援事業」報告書等の掲載先ＵＲＬ
　http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/1308670.htm

・「新たな情報通信技術戦略」（H22年5月11日）掲載先ＵＲＬ
　http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/100511honbun.pdf

・「新たな情報通信技術戦略」工程表（H22年6月22日）掲載先ＵＲＬ
　http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/pdf/110803_koutei.pdf

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

予算監視・効率化チームの所見

-
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となって
いるか。

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

　※類似事業名とその所管部局・府省名 -

点
検
結
果

平成２３年度に本事業において実施した参加者アンケートの結果、「本事業を通じて、ICTを活用した生涯学習に関する意欲や理解が向上した、と
回答した人の割合」が８５％を越えていることから、一定の成果が見て取れる。
また、限られた予算の範囲内において、活動実績が前年度より増加するなど、効率的な予算執行により、多様な取組を通じて広くＩＣＴを活用した
生涯学習の推進が図られた。

※本事業は平成２３年度をもって廃止となった。

-

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。
当該事業は、「事業を通じて、ICTを活用した生涯学習に関
する意欲や理解が向上した、と回答した人の割合」100％と
いう定量的な目標値を設定した上で実施しており、当該目
標値に対する達成度について自己評価を行うなど，着実な
実施に努めている。
また、当該事業で得られた調査研究報告書（成果物）につ
いて、教育関係機関を始め広く一般にも利用できるよう、
ホームページに掲載するなどの工夫を行っている。さら
に、各都道府県・政令指定都市教育委員会へ当該成果物
を送付するなど、地方公共団体が積極的かつ効率的に活
用できるための措置を実施している。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。 支出先の選定に当たっては，十分な公告期間を確保した
上で一般競争入札や公募（企画競争）を実施しており，そ
の妥当性や競争性を確保するとともに単位あたりコストの
削減に努めている。また、支出先には、経費の適切な執行
に努めるとともに、監査機関を定め事業完了後の監査を受
けることとしており、予算の執行に当たっても、費目や使途
が事業目的に即し、効率的・効果的になるよう事業実施に
努めた。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の
状

況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。
当事業は、政府の「新たな情報通信技術戦略」（H22年5月
11日）及び同戦略工程表（H22年6月22日）においてその必
要性が明記されるなど、政策の優先度が極めて高い事業
であり、地方や民間が個別に行うものではなく、国が総合
的に推進していく必要がある。「生涯学習に関する世論調
査」（内閣府）において、国民のニーズの把握に努めてい
る。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業と
なっていないか。

- 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

0040 0062



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

文部科学省
４９百万円

本省執行
　諸謝金        0.３百万円
　職員旅費　　 0.５百万円
　委員等旅費  0.６百万円
　庁費           0.６百万円

　を含む

　地域におけるＩＣＴを活用した生涯学習推進施策に関する実証的調査研究、
ＩＣＴを活用した先進的な生涯学習推進施策に関する外国調査研究等に係る
企画等について審査を行い、当該調査研究等を実施可能な民間団体に対し、
事業を委託する。

【公募・委託】【総合評価入札・委託】

Ａ．国外における実態調査：７．４百万円
ワールドインテリジェンスパートナーズジャパン(株)

国内における実証的調査研究
：４０百万円

民間企業、ＮＰＯ法人、任意団体等
（全７機関）

○諸外国（米国、カナダ、豪州、アジア
  諸国）における生涯学習施策等の実
  態調査に係る業務
　・調査の企画
　・文献調査、実地調査の実施
○当該調査の成果報告書作成に係る
   業務
　・調査結果を踏まえた成果報告書
　 の作成　　等

○実証的な調査研究の実施に係る業務
　・地域におけるＩＣＴを活用した生涯学習
　　推進施策に関する実証的な調査研究
　　を実施
○成果物の作成に係る業務
　・調査研究の結果を踏まえた成果報告
　　書を作成するとともに、当該成果の普
　　及用の具体的な成果物として、高齢
　　者向け情報リテラシー研修教材や、
　　被災地における情報ボランティア育
　　成のためのデジタルコンテンツ等を
　　作成　　等

【再委託】

D：（株）内田洋行：２百万円
（実証研究で活用するシステム構築等の委託）

○学校図書館における実証研究で活用す
　るシステム（読書通帳プリンタ）の構築・
　設置に係る業務

B．
　（株）日本総合研究所
　　　　：５百万円

C．
民間企業等全６機
関：３５百万円



計 2.0 計 0

委託費 システムの構築・設置 2.0

D.（株）内田洋行 H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 7.8 計 0

その他 通信運搬費、消耗品費 0.8

旅費 会議出席旅費、実証実験視察旅費 0.1

借料及び
損料

サーバー利用料 0.1

一般管理費 各経費の１０％

諸謝金
会議出席謝金、原稿執筆謝金、講座
講師謝金等 0.8

0.6

役務費

eポートフォリオシステム機能拡張開
発・導入費（株式会社インテック）、同
システム要件分析・評価実施設計（Ｎ
ＰＯ法人地域学習プラットフォーム研
究会）等

5.4

C.富山インターネット市民塾推進協議会 G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 5.0 計 0

その他 旅費、印刷製本費 0.1

委託費 システムの構築・設置 2.0

一般管理費 各経費の１０％

人件費 資料作成業務、報告書作成業務等 2.3

0.3

諸謝金 会議出席謝金 0.3

B.（株）日本総合研究所 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 7.4 計 0

印刷製本費 報告書印刷等

一般管理費 各経費の１０％ 0.7

0.2

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

人件費 資料作成業務、報告書作成業務等 6.5

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.ワールドインテリジェンスパートナーズジャパン(株) E.

使　途
金　額

(百万円）



支出先上位１０者リスト
A.国外における実態調査

B.〔再委託先あり〕国内における実証的調査研究

C.〔再委託先なし〕国内における実証的調査研究

D.実証研究で活用するシステム構築等の委託 ※再委託

支　出　先

1 株式会社内田洋行
学校図書館における実証研究で活用す　るシステム（読書通帳プリン
タ）の構築・　設置に係る業務

2.0

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

4 95.8%1
ワールドインテリジェンス
パートナーズジャパン(株)

ICTの活用による生涯学習支援事業（国外における実態調査） 7.4

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 株式会社日本総合研究所 ICTの活用による生涯学習支援事業（国内における実証的調査研究） 5.0 企画競争 -

入札者数 落札率

企画競争 -

支　出　先

1
富山インターネット市民塾
推進協議会

ICTの活用による生涯学習支援事業（国内における実証的調査研究） 7.8

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

2
財団法人高度映像情報セ
ンター

ICTの活用による生涯学習支援事業（国内における実証的調査研究） 5.9

企画競争 -

3 株式会社学研教育出版 ICTの活用による生涯学習支援事業（国内における実証的調査研究） 5.9

企画競争 -

企画競争 -

企画競争 -

4
福井テレビジョン放送株式
会社

5 ニフティ株式会社 ICTの活用による生涯学習支援事業（国内における実証的調査研究） 5.3

ICTの活用による生涯学習支援事業（国内における実証的調査研究） 5.5

6
特定非営利活動法人WRO
Japan

ICTの活用による生涯学習支援事業（国内における実証的調査研究） 5.2

-

落札率

企画競争 -

入札者数

-


